































従来，テキストや HTML（Hyper Text Markup Language）ベースで作成さ
れた財務情報は，今日，XBRLベースで作成されたうえで電子開示システムに
よって提出されている。そこで，第 2章では XBRLによる財務情報の開示に






















XBRL（eXtensible Business Reporting Language）は，次世代のインターネッ








































一方、米国では、Form 10-K（年次報告書）や Form 10-Q（四半期報告書）
等の SEC（米国証券取引委員会）への届出書類は EDGAR（Electronic Data

























































































































財務報告を行う（仮説 4）。サンプル対象は，2007年 5月末時点で XBRL形式
の Form 10-Kを任意提出した企業 20社である。サンプル企業と対応させるた
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めのコントロール企業として，サンプル企業と同一業種に属し，かつ売上高が









ムに提出した企業は 9社，2006年は 25社，2007年は 28社，2008年前半は 20








観察された。Efendi et al.（2011）は，今後強制的に XBRLを採用する企業に
もこのような効果が期待されるので，XBRLの導入は財務報告に対して世界的
に望ましい効果をもたらすであろうと結論付けている。

































































ある点には留意すべきであると考える。それに対し，次に紹介する Li et al.
（2012）は，XBRL採用企業の自己資本コストを計測することによって，XBRL
導入の望ましい効果を報告したものである。
Li et al.（2012）は，企業が XBRL形式の財務報告を採用すると，投資家の
情報処理コストが低減するので，企業の自己資本コストは低下するという仮説

















後はじめて XBRL形式の Form 10-Kを提出した 349社について，適用直前
（2008年 6月 15日から 2009年 6月 14日までの間に終了する会計期間）と適















































































1995年 3月 31日から 1996年 2月 28日までに開催されたカンファレンス・
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